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特　　集

　抄　録　米国は80年代，日本やアジアからの競争に対抗するため知財権の行使を強化した。しかし，
現在の米国の強さは，90年代，オープン標準化と国際分業の世界を前提にIntel, Qualcomm, SanDisk
等がアジア企業の力を自分の競争優位に取り込む新しい知財ビジネスモデルを構築した戦略の優位性
による。日本のプロパテント戦略は米国に倣ったものであるが，過去の精算の為になされた80年代の
権利行使の法技術的側面が強調され，90年代の米国企業の戦略的側面が十分取り入れられていない。
そこに日本企業の失敗の本質があり，その為今日本企業は苦境にある。日本企業が再生する為にはア
ジアと同じ土俵で競争するのではなく，90年代の米国企業が行ったように，アジアの力を自己の競争
力に取り込む戦略的知財ビジネスモデルを構築する必要がある。

荻 野 　 誠＊
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1 ．	はじめに

知的財産の創造の推進とその保護・活用によ
る我が国経済・社会の活性化と「知的財産立国」
の実現を目指した知的財産戦略大綱１）の策定か
ら10年が経過した。その成果が期待される節目

とも言える昨年，日本を代表するエレクトロニ
クス企業であるパナソニック，シャープ，ルネ
サスによる大幅赤字，大規模リストラ，また，
国内唯一のDRAMメーカーであるエルピーダ
の破綻と外資による吸収，といった報道が相次
いだことは，誠に皮肉と言わざるを得ない。
筆者は現在東京理科大学専門職大学院イノベ

ーション研究科知的財産戦略専攻の教授職に就
いているが，昨年３月までは（株）日立製作所
及び（株）日立国際電気で，約25年間に渡り半
導体他の海外特許ライセンスを中心とする知的
財産業務に携わってきた。同じエレクトロニク
スの企業に身を置き知財業務に携わってきた者
として，これら日本のエレクトロニクス企業の
現状を目の当たりにし，心を痛めるとともに，
日本をリードすると自負してきたエレクトロニ
クスの知財戦略がこの事態に対処することがで
きなかったことに対し悔しさと反省を感じるも

＊  東京理科大学専門職大学院　イノベーション研究科　 
知的財産戦略専攻　教授　 
日本ライセンス協会　副会長　Makoto OGINO

知財立国10年，成長戦略に寄与するこれからの知財

日本型プロパテント戦略における失敗の本質
──日本の電子半導体産業は米国プロパテント戦略をどう学習したか──
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のである。
日本の知財政策やこれに基づく日本企業の知

財戦略は，1980年代日本やアジア企業の急追を
受けた米国が自国の産業競争力の維持・強化の
為に採用した，いわゆるプロパテント化政策やこ
れに基づく米国企業の知財戦略を倣ったもの２）

と言われている。それならば，なぜ同じように
アジア企業の追上げにさらされた日本では，プ
ロパテントの知財戦略でこの事態に対処できな
かったのか疑問である。そもそもプロパテント
の知財戦略では，競争力の維持・強化などは不
可能だったのだろうか？あるいは，可能ではあ
ったが，日本企業のやり方に誤りがあり，本来
の目的が達成できなかったのだろうか？そし
て，もし後者ならば，一体，我々は何を誤り，我々
の失敗の本質はどこにあるのだろうか？
以下の章では，若干迂遠なアプローチではあ

るが，筆者が経験してきた国際知財契約交渉の
現場も振り返りながら，日本のエレクトロニク
スの歴史とその知財戦略を主に米国との関係に
おいて概観し，上記の疑問に対する筆者なりの
答えを探してみたいと思う。

2 ．	エレクトロニクス産業とその知財

本題の検証に入る前に，まず，本稿の議論の
対象であるエレクトロニクス産業とその知財の
特徴について簡単にふれておきたい。

2．1　相互運用性と低参入障壁

素材や医薬品と異なるエレクトロニクス製品
の一番の特徴は，その多くがシステム製品であ
るということである。システム製品は，自他社
から供給される多くの部品やモジュールから構
成され，自他社の他の製品と共に使用される。
従って，エレクトロニクス製品においては，シ
ステムを構成する各製品，部品，モジュール間
のインターフェースや，その相互運用性（in-
teroperability）が重要な問題になる。その重要

性は，他社製とは通話できない携帯電話，他社
製では読み書きできないDVDやメモリーカー
ドなどを想像すれば，容易に理解できる。相互
運用性を確保する為に，エレクトロニクスの世
界では多くの業界標準が作成され，その為ある
意味で，一定の技術力と資力さえあれば誰でも
同等品を製造できるような比較的参入障壁の低
い市場が形成されてきた。

2．2　特許の薮とクロスライセンス

低い参入障壁の市場で生き残るため，エレク
トロニクス各企業は，コストダウンによる低価
格化と性能の向上とを目指して技術開発競争に
しのぎを削り，その成果を特許として権利化し
ていった。その為，一つの製品を対象とする大
量の改良特許が複数の企業から出願される結果
となり，「特許の薮」（Thicket of Patents）３）と
言われる状況が出現することとなった。この特
許の薮が原因で，誰も他人の特許を侵害せずに
は製品が作れないといった「アンチコモンズの
悲劇」４）が発生する可能性があり，これを回避
する為，大手企業を中心に既存企業間のクロス
ライセンス契約の締結が一般化し，また，新規
参入者も含めたパテント・プールも多く行われ
てきた。

3 ．	日米逆転の1980年代

3．1　ロイヤリティ収支の呪縛

エレクトロニクスと言うと日本のお家芸であ
るように思われるが，その多くの生まれは米国
である。半導体の場合でも，接合型トランジス
ターは1949年にAT&T Bell研究所のShockley
によって考案され５），半導体ICは1958年にTex-
as InstrumentsのKilbyによって，Planer型IC
は1959年にFairchildのNoyceによって発明され
た６）。黎明期の日本の半導体産業は，これら米
国企業から特許ライセンスを導入しなければな
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らなかった為，当時これらの企業に支払ってい
た実施料率は累計9.5％と極めて高額だった
（Bell研究所の関連会社であるWestern Electric
に1.5％，Texas Instrumentsに3.5％，Fairchild
に4.5％）７）。
日本企業にとってこのような高額の支払はコ
ストの点で競争上大きな障害である。当然，経
営幹部はコストダウンを求め，如何に支払ロイ
ヤリティを減らすかが初期の日本エレクトロニ
クス企業の知財部門最大の目標となった。半導
体に限らずエレクトロニクス分野の特許ライセ
ンス契約は，ライセンス供与の契約であっても，
多くの場合クロスライセンスの形をとる。上述
の特許の薮が存在する為，相手の改良特許でラ
イセンサー自身の実施が妨げられないようにす
る為である。その際クロスライセンスの対価は，
お互いの特許ポジションの差で計算される「バ
ランスペイメント」となる為，支払実施料を減
らすためには，ライセンサーが実施せざるを得
ないような改良特許をいっぱい出せば良いとい
うことになる。
日本のエレクトロニクス企業は，性能向上と
コストダウンの為の改良技術の開発努力を一所
懸命行い，その結果，80年代半ばまでには日米
貿易摩擦を引き起こす程にまでの性能・価格面
での競争力をつけ，また，クロスライセンスの
料率低減交渉にも相当程度成功していた。しか
し，この時期の体験を通じて，日本のエレクト
ロニクス企業の知財活動の中にロイヤリティ収
支を最重視する考え方が形成され，それがその
後も呪縛のように影響力を持ち続けたことが，
後の問題の遠因の一つになっているのではない
かと筆者は考える。

3．2　主役の座を明け渡すまいとする巨人達

私事ではあるが，1984年２月，筆者はそれま
で所属していた輸出部門の国際法務担当部署か
ら新設された国際知財法務担当部署に異動にな

った。その少し前に米国企業との著作権がらみ
の大規模な係争があったことを受けての新組織
だったが，80年代の半ばは日米の知財係争が先
鋭化した時期であった。日立製作所の知的所有
権本部８）が編集した「日立の知的所有権管 
理」９）でも「日米貿易摩擦の激化によって国際
的特許紛争が増加」し「訴訟を前提とした特許
交渉が目立つようになってきた」時期とされて
いる10）。
この時期，産業競争力の低下を懸念した米国

政府がCAFCの設立等の「プロパテント政策」
を採り，日本企業が米国企業による知財訴訟攻
勢にさらされたというのは有名な話である。実
際「プロパテント政策」という一つのまとまっ
た政策を当時の米国政府が採ったかについて
は議論があるが11），1985年の「ヤング・レポー
ト」12）と1980年の「バイ・ドール法」（Bayh-Dole 
Act）13）が80年代半ば以降の米国産業競争力の
強化に大きな影響を及ぼしたことは事実であろ
う。そして実際米国企業からの特許訴訟が急増
した。日立の前掲書も，半導体関係の２つの米
国知財係争を例として挙げている。一つは
198X年１月から翌年７月の「Ｔ社との米国ITC
調査事件」14），もう一つは198X年１月から199X
年10月の「Ｍ社との米国特許訴訟」15）である。

（1）Texas	Instruments
「Ｔ社」ことTexas Instruments（TI）はもと
もと石油探査の企業であったが，早期にエレク
トロニクス事業に進出した。世界初のシリコ
ン・トランジスターを製造し，1958年に従業員
のKilbyが半導体ICを発明するなど，高度の技
術力を有する老舗中の老舗半導体メーカーであ
った。70年代は順調に業績を伸ばしたが，80年
代に入ってからは新興企業との競争により経営
不調となり，1985年には大幅赤字を計上し社長
が辞任するなど非常に厳しい状況にあった16）。
特に競争力をつけてきた日本企業が最大の競合
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相手であり，1985年から86年にかけて，図１17）

に示すように日本の半導体メーカーのシェアが
本家米国メーカーのシェアを追い越した。

1986年１月，TIはDallasの連邦地裁に日韓の
DRAMメーカーに対する特許侵害訴訟を提起
するとともに，翌２月，米国ITCに対して，日
韓８社製のDRAMの米国輸入差し止めを求め
る調査開始の申立を行った18）。本係争は１年そ
こそこの間に日本被告各社とは和解で終結し，
TIに対して多額のロイヤリティ収入をもたら
した19）が，同時に当時の知財コミュニティ全体
に対しても特許ロイヤリティの相場感の飛躍的
上昇をもたらした。また，今まで侵害訴訟など
とは殆ど縁のなかった日本のエレクトロニクス
企業にとっては，知的財産権の行使・活用をビ
ジネスの一つの手段と考える欧米流の電撃作戦
を目の当たりにし，黒船到来を迎えたような衝
撃的な経験をしたことが一番大きかった。本係
争の他，各社はこの時期同様の事案を多く経験
し，これらの特許紛争を通じて特許係争への対
応等多くのことを学んでいった20）。そして，こ
れらの係争を通じて，訴訟を前提または意識し
た知財活動を行っていくことになる。

ところで，知財紛争，例えば特許侵害の係争
は，有効な特許とその侵害の事実が存在したら
必ず発生するものではない。そこに触媒として
のビジネス問題が関わった時，単なる事実とし
ての特許侵害が，係争・紛争という企業対企業
の問題として発火する。従って，知財紛争の解
決には，その背景となるビジネス問題の理解，
解決が重要であり，知財係争はビジネス的目的
達成の為のツールとして使えることを意味す
る。

1980年代の米国企業は，自分達が作り上げて
きたエレクトロニクス産業で新興の日本，韓国
の企業に，技術性能的にも価格的にも劣勢にな
ってきた状況を巻き返えそうとの目的で知財係
争を使った。しかし，市場での負けをある程度
ロイヤリティで回収するという効果はあったも
のの，図２に示したように例えばTIのシェア
は知財係争後も回復することはなかった。そし
て同社は1998年，Micronへの事業売却という
形でDRAM事業から撤退する。

（2）Motorola
この時代の知財係争の特徴は，日立の前掲書

にもう一つの例として挙げられている「Ｍ社」

図２　		主要メーカーの半導体売上シェア推移
（’82－’93）

図１　		メーカーの地域別半導体売上シェア推移
（’80－’89）
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出典: JEITA (注17)の図 (元データ： ガートナー データクエスト )を基に筆者作成
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ことMotorolaとの特許訴訟のビジネス的背景
に，より鮮明に表れている。同書では，本訴訟
を，日立製品の市場からの排除を狙って特許侵
害で訴えてきたMotorolaに対し日立が自社特許
で訴え返し，両社とも侵害で差止という判決を
得て和解交渉を行った結果，市場撤退を回避で
きたケースとして紹介している21）が，訴訟の争
点やそのビジネス的背景についてはあまり詳し
く説明していない。しかし，当時の米国業界誌
が，この係争のビジネス的背景についてかなり
詳しく解説している。

TekBriefs誌は，同訴訟について「1989年１
月Motorolaは日立に対して日立H8マイコンに
よる特許侵害と不正競争防止法違反で訴訟を提
起したが，実は，この紛争はMotorolaの特許４
件の侵害をめぐるものではなく，日立H8マイ
コンに1986年契約のMotorolaからのライセンス
が及ぶかどうかをめぐるものだった」22）と書い
ている。同誌は更に，紛争のビジネス的背景と
して以下のような経緯があると言っている：
１）そもそも，日立とMotorolaは，マイコンの
セカンドソース23）契約を結ぶ古くからのビジネ
スパートナーだった；しかし，２）Motorolaは，
セカンドソース先に改良品で市場を奪われてし
まったFairchildの先例を教訓に，日立が作った
Motorolaマイコンの改良品や派生品には特許ラ
イセンスを許諾しないことを決め，1986年の特
許ライセンス契約でその旨の規定を入れた；
３）その後日立は，独自設計品としてH8マイ
コンを開発したが，MotorolaはH8を同社製品
の違法な派生品であると考え，契約による特許
ライセンスの範囲外であるとして４件の特許侵
害訴訟を起こした24）。
また，改良品をめぐる両社の確執については，

1986年契約よりかなり前から続いていたもので
あることがMicroprocessor Report誌の記事か
ら判る25）。同誌によると，１）日立はMotorola
からセカンドソースされたマイコンに使える命令

を追加した改良品を開発してしまい，Motorola
と揉めたが，Motorolaは渋々改良品の販売を認
めた26）；２）続いて，日立はMotorolaマイコン
の高速・省消費電力品27）を開発したため，また
Motorolaと揉めたが，今度は改良品の製造権を
Motorolaに許諾して販売を認めてもらった28）；
３）そして，日立がMotorolaのマイコンにプロ
グラムの書き込み可能の機能を追加した新型製
品を開発したことで，同等の機能の製品を持た
ず，日立の新型製品によって顧客を奪われた
Motorolaは同製品をライセンス対象外である
Motorola派生品と糾弾し，日立も1987年11月，
同型製品の段階的市場撤退を合意せざるをえな
くなった29）；４）そして両社の溝は深まったま
ま1989年の特許訴訟に至る30），という訳である。
これら当時の業界誌の記事を通して見えてく
るものは，弟子にことごとく先を越され苛立つ
師匠の姿，主役の座を明け渡すまいとむきにな
っている巨人の姿である。この時代，米国企業
は，市場での日本やアジア企業からの負けを何
とか挽回したい，仮にそれが不可能でも特許使
用料の徴収で少しでも負けた分を回収したい，
という必死の思いから，特許侵害訴訟の提起と
いうストレートで古典的な正面攻撃戦法を採っ
た。日本企業がこれこそは米国流のプロパテン
ト知財戦略と思って一所懸命学んだのは，勝ち
の戦略ではなく，実は日本企業に負かされた米
国企業が過去の精算の為に止むを得ず採った，
一種古典的な，知財戦略だったのである。

4 ．	岐路の1990年代

1990年代後半になると２つの大きな変化が目
立ってきた。一つは80年代のバイ・ドール法の
成果として，米国のシリコンバレー等で新興企
業が興隆したことであり，もう一つは，かつて
80年代に日本企業が米国企業を追い上げたよう
に，韓国・台湾を中心とするアジア企業が日本
企業を追上げてきたことである。
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4．1　バイ・ドール法と大学発新興企業

時代は遡るが，1980年に，法案を立案したバ
ーチ・バイ及びロバート・ドール両上院議員の名
を冠した，通称「バイ・ドール法」（「大学及び中
小企業特許手続法」）31）が成立した。米国産業競
争力強化の為，連邦資金による研究成果の実用
化は民間に委ねることを規定した法律で32），同
法は，連邦政府の資金提供の下に行った研究成
果に対する知的財産権は研究機関に帰属し，知
的財産権を取得した研究機関は，他の機関にラ
イセンス付与が可能である，と定めた33）。
その結果生まれた大きな成果の一つが大学発

の新興企業の誕生と発展である。90年代の始め
には，シリコンバレーのみならず，サンディエ
ゴ，オースチン，ダラスなど，全米各地に大学
等の研究機関を核とした新興ハイテク企業の中
心地，「ホット・スポット」が生まれた 34）。
Ashley Stevens35）によると，1980年から2008年
の間に設立された大学発の新興企業は6,652社
で36），1994年以降は毎年200社～600社のペース
で増えている（図３）37）。

4．2　新しい知財ビジネスモデル

1990年代，シリコンバレーを始めとする「ホ
ット・スポット」には，主に1980年代以降設立

された数々のIT，エレクトロニクス企業が集
まり，大活況を呈していた。全く新しいものに
ゼロから取り組むベンチャー的気風の下，また
オープン標準化の大きな流れの中で，それらの
企業の中には，従来の米国企業には無かった新
しい知財ビジネスモデルを創り上げる企業が出
てきた。1985年に７人で創立し，今やCDMA
携帯電話用チップで独占的シェア，年商$19B
の世界最大のファブレス半導体企業となった
Qualcommや，1968年創立の老舗半導体企業な
がら知財ビジネスモデルの再構築に成功し，
PC用MPUへのリソースへ集中，巧妙なオープ
ン・クローズ戦略で年商$50B，世界No.1の半
導体企業となったIntelなどである。これらの企
業の知財戦略については既に多く紹介されてい
るので，ここでは，同じく新しい知財ビジネス
モデルを切り開いたエレクトロニクス企業とし
て筆者が注目している，フラッシュメモリー・
カードの世界的トップベンダーであるSanDisk
を例として少し詳しく触れたい。

SanDiskは，1988年，フラッシュメモリー・
カードの基本特許を始め多数の特許の発明者で
あるDr. Eli Harariが，他２人の仲間と僅か３
人で設立した会社38）である。1990年に最初のフ
ラッシュメモリー製品を出荷し，1994年にコン
パクトフラッシュ（CF）カード，1999年には，
東芝及び現パナソニックと共同でSDカードを
市場投入し，順調に業績を伸ばしてきた。売上
も飛躍的に伸び，1992年の年商$22Mが2011年
には$5.66Bと20年で250倍にもなっている39）。

SanDiskの発明は，フラッシュメモリー・カ
ードやUSBメモリーといったそれまで世の中に
存在しなかった新しい製品を生み出した。しか
し，同社は同時に，今までにない新しい知財ビ
ジネスモデルも創り出している。

SanDiskはまず，他社へのライセンスで広い
新市場を創りあげることを狙った。Harariは現
地紙のインタビューに答えて，以下のように述

図３　大学発新興企業の設立件数推移

出典：Ashley Stevens“Review and Assessment of the Bayh-Dole Act”
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べている40）：「すばらしいアイデアを思いつく
ことはパズルの一部にすぎない。重要なことは，
そのアイデアをメジャーな製品に仕上げ，その
為の完成されたマーケット，すなわち，その製
品に価値を見いだす顧客層を創造することだ。
これは会社設立の時からの我々の哲学である。
メジャーなマーケットを創造する為には，どの
カメラでも使える35mmフィルムのような標準
を創る必要があり，その為には競合会社にライ
センスをしなければならない。」（下線は筆者）
同じインタビューで，Harariは，会社の草創
期にKodakからフラッシュメモリー・カード開
発の為の資金提供オファーがあったが，同社へ
の３年間の独占権付与が条件だったので断った
というエピソードを披露している41）。オープン
を指向したSanDiskは結果として事業的な大成
功をとげ，独占を主張したKodakは結局昨年１
月に破綻して，最近その特許約1,100件がGoogle
やAppleなど12社の企業連合に$525Mで売却さ
れることになった42）ことは，興味深い。
一方，SanDiskにとって，市場創造のための
競合会社へのライセンスは，必ずしも安価なラ
イセンス許諾を意味しなかった。Harariは，か
つて筆者と面談した際，「私の特許（発明）は，
Crown Jewel（＝戴冠用宝石＝重要資産）だ。
安売りはしない。このマーケットは私が創った。
入りたいなら相応の対価が必要」と語っている。
実際1996年２月，SanDiskは三星電子に対し

てITC 337条手続を提起し，特許侵害の決定と
排除命令を勝ち取ったが43），両社が法廷紛争に
至った理由はSanDiskが要求した非常に高額の特
許ロイヤリティだった。当時の業界紙は「SanDisk 
が通常３～６％の標準的ロイヤリティ料率の倍を
要求した為」という噂を紹介している44）。SanDisk
自身も，三星電子と和解した1997年第３四半期，
同社を含む５社との特許クロスライセンス契約
からのロイヤリティ収入が，$5.9M（前年同期か
ら$4.7Mの増収）になったと米国証券取引委員会

（U.S. Securities and Exchange Commission：
SEC；日本の証券取引等監視委員会に相当）に
報告している45）。同報告では個々の契約条件に
ついては開示されていないが，後にSTMicro-
electronics（「STM」）との特許侵害訴訟46）で証
拠資料として提出された2004年９月STM宛書
簡の中で，同社は，「STMの特許ポジションは
他の既存ライセンシーと変わらないので，」
NAND型フラッシュメモリーのライセンス条
件は，頭金$10M～$25Mとロイヤリティ５～８
％である，と提案している47）。これらの情報か
ら，SanDiskは当時の半導体業界としては破格
の高条件で各社と契約していたものと推察され
る。多くの企業48）とライセンス契約を締結した
結果，SanDiskは表１のように，現在でも多額
のロイヤリティ収入を得ている49）。

表１　SanDiskロイヤリティ収入推移
M$

年 2007 2008 2009 2010 2011
ロイヤリティ
収入

450 508 413 364 375

出典：SanDisk SEC 10-K

Qualcommと同様，SanDiskは基本的にファ
ブレスであり，オープン国際分業のメリットを
最大限享受できるビジネスモデルを構築した。
SanDiskは，単にライセンシー企業からロイヤ
リティ収入を得るだけではなく，49.9％を出資
してジョイント・ベンチャーを組んでいる東芝
を筆頭に，これらライセンシー企業をパートナ
ーにして，フラッシュメモリー・カードの主要
部品であるフラッシュメモリー・チップやコン
トラー・チップを製造委託している。これによ
り，同社は巨額な半導体製造設備建設の投資リ
スクを回避しながら，ライセンシー・ライセン
サーの力関係の下，パートナー企業の価格競争
力や製造技術力を自社の競争力に取り込むこと
にも成功している。更に，マーケティング戦略
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においても，SDカードの標準化戦略50）に見ら
れるようにパートナーの力を上手く活用してい
る。
一方，SanDiskは，ライセンシー企業とのク

ロスライセンス条件を周到に設計し，パートナ
ー企業の力が自社の利益に反しないように抜け
目のない配慮も忘れていない。同社は，ファブ
レスで元々他社特許による攻撃を受けにくいに
も拘らず，フラッシュメモリーに関する圧倒的
な特許力を背景にライセンシー各社から無償の
特許ライセンスを取得して自社事業の防衛を鉄
壁とすると共に，コントラー・チップの単体販
売はライセンシーへの特許ライセンス許諾対象
から除外して，安価な無ライセンス品のフラッ
シュメモリー・カードが市場に出回ることの防
止を図ることも忘れていない51）。
以上見てきたように，SanDiskが創り上げた

新しい知財ビジネスモデルは，オープン標準化
と国際分業の時代を十分認識し，80年代のTI
やMotorolaのように，日本やアジアの企業を古
典的な知財活用で正面から抑えこもうとするも
のではなく，知財の力を，競合相手の競争力を
自社の競争優位に取り込む為に最大限活用する
為に使うという，非常に良く考えられたモデル
であった。しかし，残念なことに，80年代の米
国企業の知財戦略を一所懸命学んだ日本企業
も，その多くは次節に述べるアジアの追上げに
目を奪われて，このような90年代米国で生まれ
つつあった新しい知財ビジネスモデルを理解し
なかったし，殆ど注目しようともしなかった。

4．3　アジアの追上げと日本の対応

90年代後半のもう一つの大きな変化は，韓
国・台湾を中心とするアジア企業による日本企
業の追上げである。米国の新しい知財ビジネス
モデルに無関心だった日本企業の目はむしろこ
ちらに向かった。かつて日本企業が米国企業の
シェアを奪ったように，これらのアジア企業は

売上を急速に伸ばし，日本企業のシェアを奪っ
ていった。80年代，同様の状況下で米国企業か
ら特許権の行使を受けて多額のロイヤリティを
支払わされた日本企業は，こんどは我々がアジ
ア企業からロイヤリティを徴収する番だとし
て，アジア企業に対する特許権の行使を開始し
た。
急速に売上を伸ばしながら殆ど有力な特許を

持っていなかったアジア企業に対する特許活用
は，日本企業にそれなりのロイヤリティ収入を
もたらした。日々厳しい競争の世界で戦ってい
る企業にとってプラスのキャッシュ・フローは
当然大いに歓迎され，経営幹部は「我が社も，
とうとう支払う立場から受け取る立場になった
か」と喜んだ。そしてだんだんロイヤリティ収
入獲得自体が目的のような知財活動になってい
き，日本企業の方から積極的にライセンスする
ようになっていった。
筆者は，90年代日本企業がこのような動きを

してしまった背景に，米国のcatch-up型として
スタートした日本のエレクトロニクス産業がそ
の草創期から持っていたロイヤリティ収支改善
への呪縛的と言える程の強い思い，ある意味コ
ンプレックス的思いがあるのではないかと考え
る。日本は米国に追いつき追い越し，やっとこ

図４　		メーカーの国別DRAM出荷額シェア推移
（’93－’03）
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こまで来た。今こそ，かつて米国企業が日本企
業に行ったようなアグレッシブな知財権の行使
を「知的財産を尊重しない」アジア企業に対し
て行う時であると考えてしまったように思う。
しかし，80年代のTIの場合と同じく，これら
の権利行使を行ってもアジア企業の追上げを止
めることはできなかったし，日本企業のシェア
の回復は出来なかった（図４）52）。

5 ．			価格でアジアに戦略で米国に負け
た日本

5．1　特許ではシェアの回復は不能

２章で述べたように，エレクトロニクス製品
では一つの製品に複数の企業から出願された多
数の特許が関わる。一社で関連特許を全て保有
している訳ではないので，Motorolaと日立の係
争例のように反撃のリスクがあり，競合会社を
差止で押さえるのは簡単ではない。そこで，通
常クロスライセンスでの対価徴収になる訳だ
が，価格競争が厳しいエレクトロニクス産業で
は，製品コストに占められる総知財コストの割
合に限界がある。
小川紘一先生の研究53）によると，DRAMや

DVD等の国際標準化された製品におけるアジ
ア企業の知財コストは製品コストの３～５％程
度であり，日本企業のそれが１％未満であった
としてもその差は数％程度にしかならない。一
方，売上間接費は，日本企業が25～40％である
のに対し，研究開発投資が非常に少ないアジア
企業では，韓国企業14～16％，台湾企業12～13
％，中国企業は10％以下であり，その差は10～
30％にも及ぶ。いくら日本企業が特許権を行使
してロイヤリティを徴収しても，トータルなビ
ジネス・コストではアジア企業には勝てない
（図５）54）。
これが，国際標準化された製品がグローバル
市場で大量普及するタイミングから日本企業が

市場撤退を繰り返す（図６）55）原因であると先
生は指摘されている56）。つまり，特許を武器に
アジアの企業と正面から戦おうとしても勝てな
い訳である。

5．2　戦略で米国に負けた日本の半導体

前掲図４に示したように，従来からの製品で
あるDRAMに関しては，日本企業を追い越し
て伸びていったのは確かにアジア企業であっ
た。しかし，半導体製品全体のシェアを見た場
合，1990年代後半に日本企業を追い越し，現在
も圧倒的な差で首位を走っているのはアジア企
業ではなく，意外なことに米国企業である。（図
７）57）。

図５　		知財がトータルビジネス・コストに与える
影響

図６　日本メーカーの売上シェア下降の例
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同じようにきちんと研究開発投資をしている
米国企業になぜ日本企業は負けたのであろう
か。それは，SanDiskを始めとする米国企業が
90年代に行ったような知財ビジネスモデル改革
を日本企業が行わなかったからである。80年代，
日本に負けた米国企業は，特許権の行使によっ
て日本企業からロイヤリティの徴収を行い，過
去の精算を行った。しかし，それだけではなく，
将来への再生に向けて，オープン標準化と国際
分業の世界を織り込んだ，より洗練された知財
ビジネスモデルの再構築を90年代に行ったのだ
った。この知財ビジネスモデル改革の一つ柱は，
当然，日本やアジアの競合企業がまだ参入して
いない，全く新しい製品・技術へ自社の製品を
転換し，新たな勝負の場を作ることであった。
しかし，より重要な，もう一つの柱は，オープ
ンな国際分業の世界を前提として，Intelや
QualcommやSanDiskが行ったように，これら
の新製品・技術から生まれる基本的知財の力を
最大限活用しながら，日本やアジアの競合企業
の力を逆に自己の競争優位に取り込むという新
しい知財ビジネスモデル，知財戦略を構築する
ことであった。ここでは競合会社の力は逆に自
分の力になる。日本企業がアジアの競合企業と
同じ土俵で体力勝負を戦っている間に，米国企
業は巧みな知財戦略と知的ビジネスモデルでこ

れらアジア企業の力を自分の力としながら勝っ
ていった。まさに戦略の勝利である。

5．3　日本企業が進むべき道

米国企業が構築した新しい知財ビジネスモデ
ルには，国際分業先の日本やアジア企業の間の
オープンでフラットな競争空間と，基本特許の
力で守られた米国企業のクローズドな独占空間
の二つの空間が存在する。米国企業はオープン
空間の日本やアジアのどの企業でもパートナー
にできるのに対し，日本やアジアの企業は当該
独占米国企業としかパートナーを組めない。こ
の二つの空間の非対称性を利用して，米国企業
は，日本やアジアによる競争を逆に自社の圧倒
的な競争優位へと変換してしまったのである。
これからの日本企業には二つの選択肢があ

る。オープン空間で主にアジアの企業と正面か
ら価格と品質の競争を戦うのか，あるいは，ク
ローズドな独占空間の地位をめぐって主に欧米
の企業と戦略の優劣で戦うのかである。仮に特
許力の差を以て臨んでもオープン空間での戦い
にほぼ勝ち目がないことは，冒頭に述べた日本
のエレクトロニクス企業の現状や小川先生の分
析からほぼ明らかである。日本企業がエレクト
ロニクスの世界で生き残る為には，かつてのウ
オークマンのような全く新しい製品のマーケッ
トを創造し，それを圧倒的な知財で保護して自
社のクローズドな独占空間を形成すると共に，
自前主義を捨て，その知財をオープン空間で市
場競争力のあるアジアの競合企業にライセンス
し，これらアジア企業の活力と競争力を自社の
競争優位に取り込んでアジアの力で勝つという
新しい知財ビジネスモデルを創り出す他に道は
ないと考える。

6 ．	おわりに

冒頭にふれた日本のエレクトロニクス企業の
苦境とこれと対照的な米国企業の躍進は，知財

図７　		メーカーの地域別半導体売上シェア推移
（’90－’05）
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の無力さを示しているのではなく，経営におけ
る知財の重要性が増し知財戦略と経営戦略が融
合するところまで来ていることを示している。
我々の「失敗の本質」58）は日本の知財人がいつ
までも特許法技術的な職人的知財の世界に閉じ
こもり，「モノづくり日本」と言った懐古的ス
ローガンや，事業を守る独占権かロイヤリティ
収入かといった知財目線での二元論に終始し
て，経営や戦略というものを理解していなかっ
たことにある。米国企業は90年代に既にこのよ
うな二元論を止揚し，必ずしも自社での製造に
こだわらない経営目線での新しい知財ビジネス
モデルを創り上げていた。
因みに，スマートフォーンの部品の何％が日
本製で占められ，日本製部品の優位性は揺るが
ないといった議論も，ではその部品にどれだけ
の経済価値が割り振られ，Appleがどれだけの
利益をあげているかということを考えると必ず
しも喜べない。結局，発注量を理由に「世界最
低価格での提供」を競わされて利幅が出ない上
に，依存度を高め過ぎた結果，部品採用の可否
の権原を握るAppleに突然取引を中止され経営
破綻する，いわゆる「アップル倒産」さえ既に
出ている59）。やはり，競わされるのではなく競
わせる立場にならなければならないと考える。
これからの日本に必要なことは，知財戦略と
経営戦略を融合させた新しい「勝ち」の戦略の
構築と，その作成の任に耐える，事業経営を理
解した新世代の知財戦略家の育成である。例え
ば，知財系の社会人大学院の中には，知財を知
財として学ぶのではなく，事業経営や最新の技
術トレンド，社会の変化といったコンテキスト
の中で知財を経営戦略として学ぶカリキュラム
を設け，このような事業経営を理解できる知財
戦略家の育成を目指し始めるところが出てい
る。多くの若い人がこのような場で学ぶ機会を
得，日本再生の軍師となってくれることを期待
している。
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